
負債及び純資産 令和５年度 令和６年度
（負債の部）

預 金 積 金 ５１４，２９８，０３９ ５１２，０７３，０１８
当 座 預 金 ３，５９２，５６０ ３，９５６，１４２
普 通 預 金 １９５，５７８，８７４ １９１，３５１，０４１
貯 蓄 預 金 ２２５，１３８ ２２４，７９７
通 知 預 金 ３，１８１，１００ ７，４２２，４３７
定 期 預 金 ３００，５１９，８４７ ２９７，９２５，３６２
定 期 積 金 １０，９６４，０２３ ９，９５５，１３７
そ の 他 の 預 金 ２３６，４９４ １，２３８，０９８

譲 渡 性 預 金 ―― ――
借 用 金 ４，８００ ３，２００
借 入 金 ４，８００ ３，２００
当 座 借 越 ―― ――
再 割 引 手 形 ―― ――

売 渡 手 形 ―― ――
コ － ル マ ネ － ―― ――
売 現 先 勘 定 ―― ――
債券貸借取引受入担保金 ―― ――
コマーシャル・ペーパー ―― ――
外 国 為 替 ―― ――
外 国 他 店 預 り ―― ――
外 国 他 店 借 ―― ――
売 渡 外 国 為 替 ―― ――
未 払 外 国 為 替 ―― ――

そ の 他 負 債 １，６９３，６１６ １，７６６，１７９
未 決 済 為 替 借 ２０１，４８６ １０６，４１２
未 払 費 用 ２４８，７６３ ３２８，０１３
給 付 補 填 備 金 １，３１９ １，１２６
未 払 法 人 税 等 ３２３，７５９ １５６，７９０
前 受 収 益 ２５８，７８４ ２６１，６０７
払 戻 未 済 金 ５９２，６４３ ７５７，５２６
職 員 預 り 金 ―― ――
先物取引受入証拠金 ―― ――
先物取引差金勘定 ―― ――
借 入 商 品 債 券 ―― ――
借 入 有 価 証 券 ―― ――
売 付 商 品 債 券 ―― ――
売 付 債 券 ―― ――
金 融 派 生 商 品 ―― ――
金融商品等受入担保金 ―― ――
リ ー ス 債 務 ―― ――
資 産 除 去 債 務 ２６，８０１ ５９，５２２
そ の 他 の 負 債 ４０，０５７ ９５，１８０

賞 与 引 当 金 ８８，５８３ ７７，８１４
役 員 賞 与 引 当 金 ―― ――
退 職 給 付 引 当 金 １６，６６８ ――
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ２８５，２９１ ２９７，６５０
そ の 他 の 引 当 金 ２５，２８４ ２１，５１７
特 別 法 上 の 引 当 金 ―― ――

金融商品取引責任準備金 ―― ――
繰 延 税 金 負 債 ―― ――
再評価に係る繰延税金負債 ４９７，８７５ ４９７，８７５
債 務 保 証 ９７４，６９３ ９０４，５６６
負 債 の 部 合 計 ５１７，８８４，８５１ ５１５，６４１，８２１

（純資産の部）
出 資 金 １３，９６９，５０２ １５，３５９，６８４
普 通 出 資 金 １３，８１９，５０２ １５，２０９，６８４
そ の 他 の 出 資 金 １５０，０００ １５０，０００

優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ―― ――
資 本 剰 余 金 ―― ――
資 本 準 備 金 ―― ――
その他 資 本 剰 余 金 ―― ――

利 益 剰 余 金 ９，４４３，４６２ １０，４２７，２９５
利 益 準 備 金 ３，３１０，０００ ３，６８４，０００
その他 利 益 剰 余 金 ６，１３３，４６２ ６，７４３，２９５
特 別 積 立 金 ２，４００，０００ ５，０００，０００
（うち目的積立金） （ ――） （ ――）
当 期 未 処 分 剰 余 金
（または当期未処理損失金） ３，７３３，４６２ １，７４３，２９５

自 己 優 先 出 資 ―― ――
自己優先出資申込証拠金 ―― ――
組 合 員 勘 定 合 計 ２３，４１２，９６４ ２５，７８６，９７９
その他有価証券評価差額金 △２，４５０，６２１ △４，７３２，４５１
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ―― ――
土 地 再 評 価 差 額 金 １，０４９，２９０ １，０４９，２９０
評価・換算差額等合計 △１，４０１，３３１ △３，６８３，１６１
純 資 産 の 部 合 計 ２２，０１１，６３３ ２２，１０３，８１８
負債及び純資産の部合計 ５３９，８９６，４８４ ５３７，７４５，６３９

資 産 令和５年度 令和６年度
（資産の部）

現 金 ３，８５５，２９９ ３，５３２，８４４
預 け 金 １２２，５５５，３６３ ９８，４００，６２０
買 入 手 形 ―― ――
コ ー ル ロ ー ン ―― ――
買 現 先 勘 定 ―― ――
債券貸借取引支払保証金 ―― ――
買 入 金 銭 債 権 ―― ――
金 銭 の 信 託 ―― ――
商 品 有 価 証 券 ―― ――

商 品 国 債 ―― ――
商 品 地 方 債 ―― ――
商 品 政 府 保 証 債 ―― ――
その他の商品有価証券 ―― ――

有 価 証 券 １０４，２３６，３０８ １０８，２９２，８０４
国 債 ５，３９９，８２４ ６，５９７，７００
地 方 債 ４３，６４０，９１３ ４０，０１５，５３９
短 期 社 債 ―― ――
社 債 ４５，７１８，９４６ ４７，６４８，０１５
株 式 １，０４９，５３９ １，２６５，２９５
そ の 他 の 証 券 ８，４２７，０８５ １２，７６６，２５３

貸 出 金 ２９９，５１７，３６１ ３１７，３６９，６８４
割 引 手 形 ４７８，３６０ ２７５，５５６
手 形 貸 付 １９，０９０，７２４ １６，６０１，０５１
証 書 貸 付 ２７２，３６９，１７０ ２９０，６４７，７３４
当 座 貸 越 ７，５７９，１０６ ９，８４５，３４１

外 国 為 替 ―― ――
外 国 他 店 預 け ―― ――
外 国 他 店 貸 ―― ――
買 入 外 国 為 替 ―― ――
取 立 外 国 為 替 ―― ――

そ の 他 資 産 ２，３５２，５０６ ２，３３６，９５５
未 決 済 為 替 貸 ７９，１７６ ４０，９７３
全 信 組 連 出 資 金 １，１１１，７００ １，１１１，７００
前 払 費 用 ４１５ ３６３
未 収 収 益 ４１６，０４１ ５０３，４９０
先物取引差入証拠金 ―― ――
先物取引差金勘定 ―― ――
保 管 有 価 証 券 等 ―― ――
金 融 派 生 商 品 ―― ――
金融商品等差入担保金 ―― ――
リ ー ス 投 資 資 産 ―― ――
そ の 他 の 資 産 ７４５，１７３ ６８０，４２７

有 形 固 定 資 産 ６，４０３，９０９ ６，３１１，２６７
建 物 １，１８１，３１６ １，１５９，３９４
土 地 ４，６０５，６３４ ４，６０５，５８４
リ ー ス 資 産 ―― ――
建 設 仮 勘 定 ４，０５０ ４，０５０
その他の有形固定資産 ６１２，９０８ ５４２，２３８

無 形 固 定 資 産 ７９，４３２ ５８，２４５
ソ フ ト ウ ェ ア ５０，４１３ ２９，９０５
の れ ん ―― ――
リ ー ス 資 産 ―― ――
その他の無形固定資産 ２９，０１９ ２８，３４０

前 払 年 金 費 用 ―― ９，７２１
繰 延 税 金 資 産 １，３１３，９３０ １，５３９，７８６
再評価に係る繰延税金資産 ―― ――
債 務 保 証 見 返 ９７４，６９３ ９０４，５６６
貸 倒 引 当 金 △１，３９２，３１９ △１，０１０，８５６
（うち個別貸倒引当金） （△９３９，４８０） （△３８８，４５５）

資 産 の 部 合 計 ５３９，８９６，４８４ ５３７，７４５，６３９

経理・経営内容
貸借対照表 （単位：千円）
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貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（１） 預け金（＊１） ９８，４００ ８４，４９４ △１３，９０６
（２） 有価証券 １０７，８６５ １０７，２２８ △６３６

満期保有目的の債券 ２１，９２４ ２１，２８７ △６３６
その他有価証券 ８５，９４１ ８５，９４１ －

（３） 貸出金（＊１） ３１７，３６９
貸倒引当金（＊２） ９９９

３１６，３７０ ２８３，９１８ △３２，４５２
金融資産計 ５２２，６３６ ４７５，６４０ △４６，９９６

（１） 預金積金（＊１） ５１２，０７３ ５１０，２４５ △１，８２８
（２） 借用金 ３ ３ －

金融負債計 ５１２，０７６ ５１０，２４８ △１，８２８

（単位：百万円）

（＊１）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる
金額」が含まれております。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注）１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を
切り捨てて表示しております。

（注）２． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会
社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業
年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市場価
格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の
評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（注）３． 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価
を行っております。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産に計上
しております。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日

（旧杵築信用金庫については、平成１１年３月３１日）
当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 ２，４８２百万円
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 ４，０３５百万円
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税
法第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額に基づいて奥行
価格補正等合理的な調整を行って算出

同法第１０条に定める再評価を行った事業用土地の決算期における時価の合計額と当該事業用土地
の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △１，７３１百万円

（注）４． 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに平成２８年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用
しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ２０年～５０年 その他 ３年～１５年

（注）５． 無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自組合利用のソフトウェアについて
は、当組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

（注）６． 外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
（注）７． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並
びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和４年４月１４日）に規定する正常先債
権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間
の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績又は倒産実績を
基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これ
に将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、
債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と
認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額か
ら担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。なお、
当組合の貸出債権を資本的劣後ローンに転換し、当該ローンを債務者区分の判断において債務者の
資本と見なす場合においては、予想損失率に基づき引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店において第１次の査定を実施し、融資部にお
いて第２次の査定を実施した上で、営業関連部門から独立した監査部が検証を行っており、その検証
結果により上記の引き当てを行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権については、債権額から担保の評価額及び
保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は２，２２４百万円（累計額）であります。

（注）８． 賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事
業年度に帰属する額を計上しております。

（注）９． 退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見
込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。数理
計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。
数理計算上の差異 各発生年度の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理
また、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設立型企業年金基
金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、
当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当組合の割合並
びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
（１） 制度全体の積立状況に関する事項（令和６年３月３１日現在）

年金資産の額 ２４９，４１６百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 ２１１，０３３百万円
差引額 ３８，３８２百万円

（２） 制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（自令和５年４月１日 至令和６年３月３１日）
２．３６９％

（３） 補足説明
上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高９，８９５百万円であり

ます。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間２０年の元利均等償却であり、当組合は、
当事業年度の計算書類上、当該償却に充てられる特別掛金３３百万円を費用処理しております。
なお、上記（２）の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しておりません。

（注）１０． 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の
支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（注）１１． 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた
め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

（注）１２． 偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の支出に備えるため、将来の負
担金支出見込額を計上しております。

（注）１３． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除
対象外消費税等は「その他の資産」に計上し、５年間で均等償却を行っております。

（注）１４． 理事及び監事に対する金銭債権総額 ４百万円
（注）１５． 理事及び監事に対する金銭債務総額 ２１７百万円
（注）１６． 子会社の株式の総額 １０百万円
（注）１７． 子会社に対する金銭債務総額 ２８百万円
（注）１８． 有形固定資産の減価償却累計額 ６，７０５百万円
（注）１９． 協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づ

く債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の貸出金、「その他資産」中の未収利息及び
仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるものであります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 ８９９百万円
危険債権額 ４，６２０百万円
三月以上延滞債権額 １１２百万円
貸出条件緩和債権額 ―百万円
合計額 ５，６３２百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立

て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権
及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸

出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（注）２０． 手形割引により取得した商業手形の額面金額は、２７５百万円であります。
（注）２１． 担保に提供している資産は、次のとおりであります。

担保提供している資産 預け金 １２，０２０百万円
上記のほか、預け金２６，０７９百万円を公金取扱い２９百万円、為替決済保証金２６，０００百万円、及び仮
差押保証金５０百万円のために担保として提供しております。また、別途全信組連保障基金として１，３９９
百万円を差し入れております。

（注）２２． 出資１口当たりの純資産額１４５円３２銭
（注）２３． 金融商品の状況に関する事項

（１） 金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）

をしております。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事
業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒され
ております。
なお、外国証券の一部は、利子の受け取りにおいて為替の変動リスクに晒されているものがあり

ます。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当組合は、融資事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権へ
の対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部並びに与信管理部、営業統括部により行わ
れ、また、定期的に経営陣による融資審査委員会や常務会及び理事会を開催し、審議・報告を
行っております。
さらに、与信管理の状況については、経営管理部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関し

ては、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理
ⅰ 金利リスクの管理

当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、

ALM小委員会及びALM委員会又は経営会議において決定されたALMに関する方針に
基づき、常務会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
日常的には総合企画部及び経営管理部において金融資産及び負債の金利や期間を総

合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで
常務会に報告しております。
なお、ALMにより、金利の変動リスクをヘッジするための対応等について、ALM委員会等
で協議を行っています。
ⅱ 為替リスクの管理

当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
ⅲ 価格変動リスクの管理

有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会等の方針に基づき、理事
会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。
このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の
設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
総合企画部で保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引

先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
これらの情報は総合企画部及び経営管理部を通じ、常務会及びALM委員会等におい
て定期的に報告されております。
ⅳ 市場リスクに係る定量的情報

当組合では、「有価証券」のうち債券、株式及び投資信託、「貸出金」、「預け金」、「預金積
金」、「借用金」の市場リスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額
の範囲内となるよう管理しております。
当組合のVaRは「有価証券」にあたっては分散共分散法（保有期間６０日、信頼区間片

側９９％、観測期間２４０営業日）、「貸出金」、「預け金」、「預金積金」、「借用金」、「有価証券」
の内債券にあたってはモンテカルロシミュレーション法（保有期間１２０日、信頼区間片側
９９％、観測期間２５０営業日）により算出しております。
なお、当組合では、VaRによる市場リスク計測の有効性を確認するため、日々のVaRと損
益を比較するバックテストを定期的に行っています。
ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リ
スク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスク
は捕捉できない場合があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境

を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等
によった場合、当該価額が異なることもあります。

（注）２４． 金融商品の時価等に関する事項
令和７年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、
市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（１） 預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定
し、当該現在価値を時価とみなしております。

（２） 有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ

ております。投資信託は、公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については（注）２５．に記載しており

ます。
（３） 貸出金

貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸
倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代
わる金額として記載しております。
① ６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、その
貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。

② ①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を同様の新
規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
（１） 預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみなして
おります。定期性預金の時価は、一定の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作
成し、元利金の合計額を一種類の店頭表示利率で割り引いた価額を時価とみなしておりま
す。

（２） 借用金
借用金については、無利息で借入しており、同様の借入をしても利率が変わらないため、帳

簿価額を時価としております。
（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含ま

れておりません。

（令和６年度貸借対照表の注記事項）
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区 分 貸借対照表計上額
子会社株式（＊１） １０
非上場株式（＊１） ４０４
組合出資金（＊２） １２

合 計 ４２７

（単位：百万円）

（＊１）子会社株式及び非上場株式については、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品
の時価等の開示に関する適用指針」（令和２年３月３１日）第５項に基づき、時価開示の
対象とはしておりません。

（＊２）組合出資金は、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準の適
用指針」（令和３年６月１７日）第２４－１６項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ
ん。

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

地方債 ９９９百万円 １，０１９百万円 １９百万円
社 債 － － －
その他 － － －
小 計 ９９９ １，０１９ １９

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

地方債 ５，５４６百万円 ５，１８５百万円 △３６０百万円
社 債 ９，０８２ ８，８６３ △２１９
その他 ６，２９５ ６，２１８ △７６
小 計 ２０，９２４ ２０，２６８ △６５６
合 計 ２１，９２４ ２１，２８７ △６３６

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差 額

株 式 ８０９百万円 ３４４百万円 ４６５百万円
債 券 １，２９４ １，２８６ ７
国 債 － － －
地方債 ２９０ ２８６ ３
社 債 １，００３ １，０００ ３

その他 １，６５６ １，４９７ １５９
小 計 ３，７６０ ３，１２８ ６３２

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差 額

株 式 ４１百万円 ５０百万円 △９百万円
債 券 ７７，３３８ ８３，４２０ △６，０８１
国 債 ６，５９７ ６，９６４ △３６６
地方債 ３３，１７８ ３７，１６２ △３，９８４
社 債 ３７，５６２ ３９，２９３ △１，７３０

その他 ４，８００ ５，２５３ △４５３
小 計 ８２，１８０ ８８，７２４ △６，５４３
合 計 ８５，９４１ ９１，８５２ △５，９１１

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

（注） その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著
しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについて
は、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失とし
て処理（以下「減損処理」という。）しております。当事業年度における減損処理額はありま
せん。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は以下のとおり定めております。
① 時価が取得原価に比べて５０％以上下落した場合。
② 時価が取得原価に比べて３０％以上５０％未満下落した場合は、過去の一定期間の
下落率を勘案します。

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債 券 ３，１２４百万円 ３５，７０６百万円 ４０，４７４百万円 １４，２６０百万円
国 債 － ９８３ ４，８１７ ７９７
地方債 ８２８ ８，７０５ ２２，３７１ ８，１１０
社 債 ２，２９６ ２６，０１７ １３，２８６ ５，３５３

その他 １００ ６，２９５ － －
合 計 ３，２２４ ４２，００２ ４０，４７４ １４，２６０

（注）２５． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
（１） 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２） 満期保有目的の債券

【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

（３） 子会社株式で時価のあるものはありません。
（４） その他有価証券

【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

（注）２６． 当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
売却価額 売却益 売却損

６，２９２百万円 ２１百万円 ７０２百万円
（注）２７． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとお

りであります。

（注）２８． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約す
る契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、２０，３１７百万円であります。このうち原契約
期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが２０，３１７百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受けた
融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている
当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等
を講じております。

（注）２９． 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
個別貸倒引当金損金算入限度超過額 ５２２百万円
貸出金償却損金算入限度超過額 １０２
固定資産減損損失損金算入限度超過額 ８５
減価償却損金算入限度超過額 ５４
役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 ８３
有価証券減損損失損金算入限度超過額 ２４
賞与引当金損金算入限度超過額 ２１
その他有価証券評価差額金 １，６５５
その他 １５
繰延税金資産小計 ２，５６５

評価性引当額 △１，０２５
繰延税金資産合計 １，５３９
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 －
繰延税金負債合計 －
繰延税金資産の純額 １，５３９百万円

（注）３０． 重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に
係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
（１） 貸倒引当金 １，０１０百万円
（２） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法
当組合は、自己査定基準（マニュアル）に基づき、債務者の財務情報や入手可能な外部情

報等により、債務者ごとにその債務者区分（正常先、要注意先、破綻懸念先、実質破綻先、破
綻先）を決定し、重要な会計方針として（注）７．に記載した算出方法により貸倒引当金を計上し
ております。これに加えて当事業年度の実績により信用リスクが高まったと推測される業種のう
ち、条件変更を行った正常先、要注意先（その他）、要注意先（要管理先）について、実績率を
補正して追加的な引当金９５百万円を計上しております。

② 主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判断における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債

務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は各貸出先の収益獲得能力を個別に
評価し、設定しております。貸出先によっては、将来における改善見通しを具体化した経営改善
計画等の策定見込等が、より重要な判断要素となる場合があります。

③ 翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年

度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。
（注）３１． 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１） 当該資産除去債務の概要
「大気汚染防止法の一部を改正する法律」に基づき、店舗に使用されている有害物質を除去
する義務に関して資産除去債務を計上しています。

（２） 当該資産除去債務の金額の算定方法
当該店舗の使用見込期間を２０年と見積り、割引率は当該期間に見合う国債の利回りを使用し

て資産除去債務の金額を算定しています。
（３） 当該資産除去債務の総合の増減

期首残高 ２６百万円
当期認識額 ３１百万円
時の経過による調整額 １百万円
資産除去債務の履行による減少額 －百万円
期末残高 ５９百万円

（注）３２． 会計方針の変更
当事業年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号 平成１１年１月２２日）に準拠
し、その他有価証券評価差額金に対して税効果会計を適用しています。この変更は金融市場において
長期金利が上昇していることを踏まえ、保有する有価証券の機動的な売買を行うことを目的とするもの
です。当該会計方針の変更は遡及適用され、当事業年度の期首の純資産の部は遡及適用を行う前と
比べて９５３百万円増加しております。
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科 目 令和５年度 令和６年度
特 別 利 益 ５，１１６ ７５１
固 定 資 産 処 分 益 １８ ２５０
負 の の れ ん 発 生 益 ―― ――
金融商品取引責任準備金取崩額 ―― ――
そ の 他 の 特 別 利 益 ５，０９８ ５０１
特 別 損 失 ２，３４７ ８８４
固 定 資 産 処 分 損 １，４６８ １４
減 損 損 失 ８７９ ８６９
金融商品取引責任準備金繰入額 ―― ――
そ の 他 の 特 別 損 失 ―― ――
税 引 前 当 期 純 利 益 １，５４９，１０２ １，２９６，６１９
法人税、住民税及び事業税 ３７０，５３８ ２００，４７８
法 人 税 等 調 整 額 ３，０６１ １２６
法 人 税 等 合 計 ３７３，６００ ２００，６０４
当 期 純 利 益 １，１７５，５０２ １，０９６，０１４
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） ２，５５７，１８６ ６４７，２８１
目 的 積 立 金 取 崩 額 ―― ――
自 己 優 先 出 資 取 崩 額 ―― ――
土地再評価差額金取崩額 ７７３ ――
当 期 未 処 分 剰 余 金 ３，７３３，４６２ １，７４３，２９５

科 目 令和５年度 令和６年度
経 常 収 益 ７，２８４，７３４ ７，３２４，５１７
資 金 運 用 収 益 ６，２５３，０３１ ６，７７３，６４１
貸 出 金 利 息 ５，１３３，３６７ ５，５７１，３８２
預 け 金 利 息 １７３，９２８ ３２２，４０２
買 入 手 形 利 息 ―― ――
コ－ ルロ－ン 利 息 ―― ――
買 現 先 利 息 ―― ――
債券貸借取引受入利息 ―― ――
有価証券利息配当金 ８２６，２７８ ８１０，９３４
金利スワップ受入利息 ―― ――
その他の受 入 利 息 １１９，４５７ ６８，９２１
役 務 取 引 等 収 益 ３８２，４５３ ４２８，５８７
受 入 為 替 手 数 料 １２５，６４１ １２８，１２４
その他の役 務 収 益 ２５６，８１２ ３００，４６２

そ の 他 業 務 収 益 ２１，４０９ ４０，６４１
外 国 為 替 売 買 益 ―― ――
商品有価証券売買益 ―― ――
国債等債券売却益 ７３ ２１，１１０
国債等債券償 還 益 ５，０７６ ６，０８４
金融派生商品 収 益 ―― ――
その他の業 務 収 益 １６，２５９ １３，４４７

そ の 他 経 常 収 益 ６２７，８３９ ８１，６４７
貸倒引当金戻 入 益 ―― ――
償 却 債 権 取 立 益 ６１，９３６ ４９，４１３
株 式 等 売 却 益 ５０４，６７１ １，１１１
金銭の信 託 運 用 益 ―― ――
その他の経 常 収 益 ６１，２３２ ３１，１２２

経 常 費 用 ５，７３８，４０１ ６，０２７，７６５
資 金 調 達 費 用 １９３，３１７ ４２２，５５６
預 金 利 息 １９２，７３６ ４２１，５０１
給付補填備金繰入額 ５８１ ８１１
譲 渡 性 預 金 利 息 ―― ――
借 用 金 利 息 ―― ２４３
売 渡 手 形 利 息 ―― ――
コール マネー 利 息 ―― ――
売 現 先 利 息 ―― ――
債券貸借取引支払利息 ―― ――
コマ－シャル・ペ－パ－利息 ―― ――
金利スワップ支払利息 ―― ――
その他の支 払 利 息 ―― ――
役 務 取 引 等 費 用 ５７４，３２３ ６１５，７９９
支 払 為 替 手 数 料 ６０，２５５ ６２，７３０
その他の役 務 費 用 ５１４，０６７ ５５３，０６９

そ の 他 業 務 費 用 ５３７，３０６ ７０７，０６２
外 国 為 替 売 買 損 ―― ――
商品有価証券売買損 ―― ――
国債等債券売却損 ４５７，９５８ ７０２，３０８
国債等債券償 還 損 ７５，９４０ ――
国 債 等 債 券 償 却 ―― ――
金融派生商品費用 ―― ――
その他の業 務 費 用 ３，４０８ ４，７５４
経 費 ３，８４５，８５５ ３，８２１，４５５
人 件 費 ２，３５８，９５２ ２，３３５，６３６
物 件 費 １，３１９，２２７ １，３２７，３４１
税 金 １６７，６７５ １５８，４７７

そ の 他 経 常 費 用 ５８７，５９７ ４６０，８９１
貸倒引当金繰 入 額 ２８４，６４８ ２３７，２１１
貸 出 金 償 却 ―― ――
株 式 等 売 却 損 ６７０ ３２２
株 式 等 償 却 ―― ――
金銭の信 託 運 用損 ―― ――
そ の 他 資 産 償 却 ７３，３５３ ７３，４１８
その他の経 常 費 用 ２２８，９２５ １４９，９３８

経 常 利 益 １，５４６，３３３ １，２９６，７５１

損益計算書 （単位：千円）

（令和６年度損益計算書の注記事項）

（注）１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満
を切り捨てて表示しております。

（注）２． 子会社との取引による収益総額 １百万円
子会社との取引による費用総額 ７９百万円

（注）３． 出資１口当たりの当期純利益 ７円２０銭
（注）４． 当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。

地 域 主な用途 種 類 減損損失（千円）
宇佐市内 遊休資産 所有不動産 ８６９

合 計 ８６９

営業用店舗については、営業店（本店営業部、各支店（出張所含む））毎に継続的な収支の把握を
行っていることから各営業店を、遊休資産は各資産を、それぞれグルーピングの最小単位としておりま
す。本部、事務センター、研修センター、厚生施設等については独立したキャッシュ・フローを生み出さ
ないことから共用資産としております。
継続的な地価の下落等により、資産グループの１ヶ所の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額８６９千円を「減損損失」として特別損失に計上しております。
なお、当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売
却価額は、不動産鑑定士の鑑定評価結果をもって、合理的に算定しております。
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令 和 ７ 年 ６ 月 ２５ 日
大分県信用組合

理事長 𠮷野 一彦

法定監査の状況
当組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の８第３項に規定する特定信用組合に該当しておりますので、通常総

代会に提出される「貸借対照表」「損益計算書」「剰余金処分計算書」については、会計監査人である監査法人アイ・ピー・オーの
監査を受けております。

代表理事による財務諸表の正確性と内部監査の有効性

私は当組合の令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの第７２
期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分
計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確
認いたしました。

令和５年度 令和６年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 ３，７３３，４６２，１２８ １，７４３，２９５，９６３
積 立 金 取 崩 額 ―― ――
目 的 積 立 金 取 崩 額 ―― ――
特 別 積 立 金 取 崩 額 ―― ――
剰 余 金 処 分 額 ３，０８６，１８０，８１５ ３２５，５８６，７８０

普通出資に対する配当金 １１２，１８０，８１５
（年０．８％の割合）

１５０，５８６，７８０
（年１．０％の割合）

優先出資に対する配当金 ―― ――
利 益 準 備 金 ３７４，０００，０００ １７５，０００，０００
特 別 積 立 金 ２，６００，０００，０００ ――
経 営 安 定 化 積 立 金 ―― ――
繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ） ６４７，２８１，３１３ １，４１７，７０９，１８３

令和５年度 令和６年度
資金運用収益 ６，２５３，０３１ ６，７７３，６４１
資金調達費用 １９３，３１７ ４２２，５５６

資 金 運 用 収 支 ６，０５９，７１３ ６，３５１，０８５
役務取引等収益 ３８２，４５３ ４２８，５８７
役務取引等費用 ５７４，３２３ ６１５，７９９

役 務 取 引 等 収 支 △１９１，８６９ △１８７，２１２
その他業務収益 ２１，４０９ ４０，６４１
その他業務費用 ５３３，８９８ ７０２，３２２

その他の業務収支 △５１２，４８８ △６６１，６８１
業 務 粗 利 益 ５，３５５，３５５ ５，５０２，１９１
業 務 粗 利 益 率 １．０２％ １．０３％

令和５年度 令和６年度
業 務 純 益 １，４２５，１７４ １，５０６，４３４
実 質 業 務 純 益 １，５０６，０９１ １，６７５，９９６
コ ア 業 務 純 益 ２，０３４，８３９ ２，３５１，１１０
コ ア 業 務 純 益
（除く投資信託解約損益） ２，０７９，２７０ ２，３１９，９２０

令和５年度 令和６年度
期末残高 増減額 期末残高 増減額

受 取 利 息 ６，２５３，０３１ １７８，７４３ ６，７７３，６４１ ５２０，６１０
支 払 利 息 １９３，３１７ ２３，５３０ ４２２，５５６ ２２９，２３９

剰余金処分計算書 （単位：円）

粗利益及び業務純益等 （単位：千円） （単位：千円）

（注）１． 業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×１００
（注）２． 業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
（注）３． 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
（注）４． コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

受取利息及び支払利息の増減 （単位：千円）
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令和５年度 令和６年度
人 件 費 ２，３９７，３２８ ２，３７２，４９０
報 酬 給 料 手 当 １，９１８，２４９ １，９２０，３１０
退 職 給 付 費 用 １３９，９６７ １２８，５１４
そ の 他 ３３９，１１２ ３２３，６６５
物 件 費 １，３２２，６３６ １，３３２，０８０
事 務 費 ５６３，７４９ ５５６，７１０
（うち旅費・交通費） （ １０，６８０） （ １０，７４７）
（ う ち 通 信 費 ） （ ５４，９６２） （ ５２，７４８）
（うち事務機械賃借料） （ １，９１４） （ ２，６１７）
（うち事 務 委 託 費 ） （ ３７８，１４３） （ ３６５，１１８）
固 定 資 産 費 ２９０，４９３ ２９１，８９７
（うち土地建物賃借料） （ ２４，８５０） （ ２４，７８８）
（うち保 全 管 理 費 ） （ １８１，０１０） （ １８６，２７５）
事 業 費 １６２，２４９ １５９，４８１
（うち広 告 宣 伝 費 ） （ ８６，６０９） （ ８３，４１３）
（うち交際費・寄贈費・諸会費） （ ６６，２８６） （ ６６，４９７）
人 事 厚 生 費 ３８，１３２ ４２，５１９
減 価 償 却 費 １９３，２７４ ２０４，１６１
そ の 他 ７４，７３６ ７７，３１０
税 金 １６７，６７５ １５８，４７７
合 計 ３，８８７，６４０ ３，８６３，０４９

令和５年度 令和６年度
役 務 取 引 等 収 益 ３８２，４５３ ４２８，５８７

受 入 為 替 手 数 料 １２５，６４１ １２８，１２４
その他の受入手数料 ２５６，５３８ ３００，１４３
その他の役務取引等収益 ２７３ ３１９

役 務 取 引 等 費 用 ５７４，３２３ ６１５，７９９
支 払 為 替 手 数 料 ６０，２５５ ６２，７３０
その他の支払手数料 １，４７２ １，５７３
その他の役務取引等費用 ５１２，５９５ ５５１，４９６

年 度 平均残高 利 息 利 回

資 金 運 用 勘 定
令和５年度 ５２２，２９２ 百万円 ６，２５３，０３１ 千円 １．１９ ％
令和６年度 ５３０，８６９ ６，７７３，６４１ １．２７

う ち 貸 出 金
令和５年度 ２８０，０９１ ５，１３３，３６７ １．８３
令和６年度 ３０５，８７３ ５，５７１，３８２ １．８２

う ち 預 け 金
令和５年度 １２６，７７７ １７３，９２８ ０．１３
令和６年度 １１２，２６１ ３２２，４０２ ０．２８

う ち 有 価 証 券
令和５年度 １１４，３１０ ８２６，２７８ ０．７２
令和６年度 １１１，６２２ ８１０，９３４ ０．７２

資 金 調 達 勘 定
令和５年度 ５０６，１８４ １９３，３１７ ０．０３
令和６年度 ５１２，８４９ ４２２，５５６ ０．０８

う ち 預 金 積 金
令和５年度 ５０３，４３２ １９３，３１７ ０．０３
令和６年度 ５１２，７７８ ４２２，３１３ ０．０８

うち 譲 渡 性 預 金
令和５年度 ―― ―― ――
令和６年度 ―― ―― ――

う ち 借 用 金
令和５年度 ２，７５０ ―― ――
令和６年度 ６９ ２４３ ０．３４

令和５年度 令和６年度
総 資 産 経 常 利 益 率 ０．２９ ０．２３
総資産当期純利益率 ０．２２ ０．２０

令和５年度 令和６年度
資 金 運 用利 回 （ ａ ） １．１９ １．２７
資金調達原価率（ｂ） ０．７９ ０．８２
総資金利鞘（ａ－ｂ） ０．４０ ０．４５

経費の内訳 （単位：千円） 役務取引の状況 （単位：千円）

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

総資産利益率 （単位：％） 総資金利鞘等 （単位：％）
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令和５年度 令和６年度
外 国 為 替 売 買 益 ―― ――
商品有価証券売買益 ―― ――
国 債 等 債 券 売 却 益 ７３ ２１，１１０
国 債 等 債 券 償 還 益 ５，０７６ ６，０８４
金 融 派 生 商 品 収 益 ―― ――
そ の 他 の 業 務 収 益 １６，２５９ １３，４４７
その他業務収益 合 計 ２１，４０９ ４０，６４１

年 度 取得価格または契約価格 時 価 評価損益

有 価 証 券
令和５年度 １０７，６３９ １０４，１４６ △３，４９３
令和６年度 １１４，２０４ １０７，６５６ △６，５４８

金 銭 の 信 託
令和５年度 ―― ―― ――
令和６年度 ―― ―― ――

デリバティブ等商品
令和５年度 ―― ―― ――
令和６年度 ―― ―― ――

令和５年度 令和６年度
１店舗当りの預金残高 １３，５３４ １３，４７５
１店舗当りの貸出金残高 ７，８８２ ８，３５１

令和５年度 令和６年度
常勤役職員１人当りの預金残高 １，２６３ １，２４５
常勤役職員１人当りの貸出金残高 ７３５ ７７２

令和５年度 令和６年度

預 貸 率
期 末 ５８．２３ ６１．９７
期中平均 ５５．６３ ５９．６５

預 証 率
期 末 ２０．２６ ２１．１４
期中平均 ２２．７０ ２１．７６

令和５年度 令和６年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

流動性預金 １９１，２７９ ３８．００ １９７，５８３ ３８．５３
定期性預金 ３１１，７２５ ６１．９２ ３１４，６４７ ６１．３６
譲渡性預金 ―― ―― ―― ――
その他の預金 ４２７ ０．０８ ５４７ ０．１１
合 計 ５０３，４３２ １００．００ ５１２，７７８ １００．００

令和５年度 令和６年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

定 期 預 金 ３００，５１９ １００．００ ２９７，９２５ １００．００
固定金利 ３００，４９５ ９９．９９ ２９７，９１５ １００．００
変動金利 ２４ ０．０１ ９ ０．００

その他業務収益の内訳 （単位：千円）

有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益 （単位：百万円）

（注）１． 有価証券、金銭の信託の「時価」は、上場有価証券については決算日時価、非上場有価証券について価格等の算定が可能なもの（店頭売買有価証券については証券
業協会が公表する売買価格等、公募債権については証券業協会が公表する公社債店頭気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資信
託の受益証券については基準価格）については時価相当額、その他のものは帳簿価格です。

（注）２． デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に関する法律施行規則第４１条第１項第５号に掲げる取引（金融先物取引、金融等デリバティブ取引、先物
外国為替取引、有価証券デリバティブ取引等）を組み合せた商品です。

1店舗当りの預金及び貸出金残高 （単位：百万円） 常勤役職員1人当りの預金及び貸出金残高（単位：百万円）

預貸率及び預証率 （単位：％）

資金調達

預金科目別平均残高 （単位：百万円、％） 金利区分別定期預金残高 （単位：百万円、％）

（注）１． 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
２． 定期性預金＝定期預金＋定期積金
３． その他の預金＝別段預金＋納税準備預金
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令和５年度 令和６年度
財形貯蓄残高 ２３ ２３

令和５年度 令和６年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

個 人 ３４３，７４３ ６６．８４ ３４１，２５７ ６６．６４
法 人 １７０，５５４ ３３．１６ １７０，８１５ ３３．３６

一般法人 ７４，３６４ １４．４６ ７３，１７６ １４．２９
金融機関 ５４ ０．０１ ６３ ０．０１
公 金 ７５，７５４ １４．７３ ７５，９１２ １４．８２
非課税法人
／任意団体 ２０，３８０ ３．９６ ２１，６６２ ４．２３

合 計 ５１４，２９８ １００．００ ５１２，０７３ １００．００

令和５年度 令和６年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

割 引 手 形 ４１９ ０．１５ ３０１ ０．１０
手 形 貸 付 １６，９３０ ６．０４ １８，３５０ ６．００
証 書 貸 付 ２５６，６０３ ９１．６１ ２７９，５７５ ９１．４０
当 座 貸 越 ６，１３６ ２．１９ ７，６４５ ２．５０
合 計 ２８０，０９１ １００．００ ３０５，８７３ １００．００

令和５年度 令和６年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

貸 出 金 ２９９，５１７ １００．００ ３１７，３６９ １００．００
固定金利 １０７，６７２ ３５．９５ １０７，９２３ ３４．０１
変動金利 １９１，８４４ ６４．０５ ２０９，４４６ ６５．９９

令和５年度 令和６年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

国 債 ８，１４５ ７．１３ ６，５２２ ５．８４
地 方 債 ４７，３９３ ４１．４６ ４４，５０４ ３９．８７
短 期 社 債 ―― ―― ―― ――
社 債 ４６，３３１ ４０．５３ ４８，６５８ ４３．５９
株 式 ８０８ ０．７１ ７６５ ０．６９
外 国 証 券 ６，１６０ ５．３９ ６，０８１ ５．４５
その他の証券 ５，４７０ ４．７９ ５，０９０ ４．５６
合 計 １１４，３１０ １００．００ １１１，６２２ １００．００

令和５年度 令和６年度
国債 地方債 短期社債 社債 株式 その他の証券 国債 地方債 短期社債 社債 株式 その他の証券

うち外国証券 うち外国証券
１ 年 以 下 １，０１１ ２，０００ ―― ３，４１０ ―― ―― ―― ―― ８２８ ―― ２，２９６ ―― １０２ １００
１年超３年以下 ―― １，７０９ ―― ６，７６７ ―― ６０５ ６０２ ―― ４，５０３ ―― ８，２７２ ―― ３，９９５ ３，９９５
３年超５年以下 ―― ８，０５６ ―― ８，０２３ ―― ３，７９９ ３，７９３ ９８３ ４，２０１ ―― １７，７４５ ―― ２，３１０ ２，３００
５年超７年以下 ―― ３９０ ―― １６，０８０ ―― ―― ―― ―― ４６８ ―― １０，５３４ ―― ―― ――
７年超１０年以下 ―― ２１，４３７ ―― ４，５３６ ―― ―― ―― ４，８１７ ２１，９０２ ―― ２，７５２ ―― ―― ――
１０ 年 超 ４，３８８ １０，０４６ ―― ６，００３ ―― ―― ―― ７９７ ８，１１０ ―― ５，３５３ ―― ―― ――
期間の定めのないもの ―― ―― ―― ８９６ １，０４９ ４，０２１ ―― ―― ―― ―― ６９４ １，２６５ ６，３５７ ――
合 計 ５，３９９ ４３，６４０ ―― ４５，７１８ １，０４９ ８，４２７ ４，３９６ ６，５９７ ４０，０１５ ―― ４７，６４８ １，２６５ １２，７６６ ６，３９５

財形貯蓄残高 （単位：百万円） 預金者別預金残高 （単位：百万円、％）

資金運用
貸出金科目別平均残高 （単位：百万円、％） 金利区分別貸出金残高 （単位：百万円、％）

有価証券種類別平均残高 （単位：百万円、％）

有価証券残存期間別残高 （単位：百万円）
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令和５年度 令和６年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

運 転 資 金 １３７，９７５ ４６．０７ １３９，３６０ ４３．９１
設 備 資 金 １６１，５４１ ５３．９３ １７８，００９ ５６．０９
合 計 ２９９，５１７ １００．００ ３１７，３６９ １００．００

令和５年度 令和６年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

消費者ローン １８，９０５ ２３．９６ ２４，３２２ ２６．６１
住 宅ローン ６０，００７ ７６．０４ ６７，０８１ ７３．３９
合 計 ７８，９１２ １００．００ ９１，４０３ １００．００

令和５年度 令和６年度
貸出金償却額 ０ ０

令和５年度 令和６年度
貸出金 債務保証見返 貸出金 債務保証見返

当 組 合 預 金 １，７２７ １８ １，９５８ ６０
有 価 証 券 ５ ―― ５ ――
動 産 １０ ―― ８４ ――
不 動 産 １０８，２５８ １６２ １１４，２３０ １５０
そ の 他 ９８ ―― ９６ ――
小 計 １１０，０９９ １８１ １１６，３７４ ２１０
信用保証協会・信用保険 ２７，９５９ ２１ ２５，６２４ １４
保 証 １０２，９４１ ６６６ １１４，６１３ ６０２
信 用 ５８，５１７ １０４ ６０，７５６ ７７
合 計 ２９９，５１７ ９７４ ３１７，３６９ ９０４

令和５年度 令和６年度
金 額 増減額 金 額 増減額

一般貸倒引当金 ４５２ ８０ ６２２ １６９
個別貸倒引当金 ９３９ △３０５ ３８８ △５５１
貸倒引当金合計 １，３９２ △２２４ １，０１０ △３８２

令和５年度 令和６年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

製 造 業 ７，７１０ ２．５７ ８，５７０ ２．７０
農 業 、 林 業 ２，０１６ ０．６７ ２，０８３ ０．６５
漁 業 ６１２ ０．２０ ５４４ ０．１７
鉱業、採石業、砂利採取業 ７７８ ０．２５ ７７４ ０．２４
建 設 業 １９，５６８ ６．５３ ２０，０５１ ６．３１
電気、ガス、熱供給、水道業 １，０７４ ０．３５ １，０５１ ０．３３
情 報 通 信 業 ９１１ ０．３０ ９７５ ０．３０
運 輸 業 、 郵 便 業 ５，１３４ １．７１ ４，８７１ １．５３
卸 売 業 、 小 売 業 １５，９９７ ５．３４ １６，８７２ ５．３１
金 融 業 、 保 険 業 １，３６３ ０．４５ １，３１６ ０．４１
不 動 産 業 ３７，９４８ １２．６７ ４０，６５１ １２．８０
物 品 賃 貸 業 ６４１ ０．２１ ９４２ ０．２９
学術研究、専門・技術サービス業 ２，２３３ ０．７４ ２，３７１ ０．７４
宿 泊 業 １６，６７２ ５．５６ １７，０２５ ５．３６
飲 食 業 ４，５０１ １．５０ ４，４１２ １．３９
生活関連サービス業、娯楽業 ９，９９１ ３．３３ ９，６２４ ３．０３
教 育 、学 習 支 援 業 ２，２７３ ０．７５ ２，１７７ ０．６８
医 療 、 福 祉 １３，３５５ ４．４５ １４，０２２ ４．４１
そ の 他 の サ ー ビ ス １１，７５２ ３．９２ １１，２３６ ３．５４
そ の 他 の 産 業 ５，１３１ １．７１ ４，５２６ １．４２
小 計 １５９，６６８ ５３．３０ １６４，１０１ ５１．７０
国・地 方 公 共 団 体 等 ４９，５９２ １６．５５ ５０，７３９ １５．９８
個人（住宅・消費・納税資金等） ９０，２５５ ３０．１３ １０２，５２８ ３２．３０
合 計 ２９９，５１７ １００．００ ３１７，３６９ １００．００

貸出金使途別残高 （単位：百万円、％） 消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：百万円、％）

貸出金償却額 （単位：百万円）

貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）

（注）業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

貸出金及び債務保証見返の担保別残高 （単位：百万円） 貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）
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種 類 令和５年度 令和６年度
貸借対照表計上額 時 価 差 額 貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

国 債 ―― ―― ―― ―― ―― ――
地 方 債 ３，５２４ ３，６０３ ７８ ９９９ １，０１９ １９
社 債 ８９４ ８９７ ２ ―― ―― ――
そ の 他 ―― ―― ―― ―― ―― ――
小 計 ４，４１９ ４，５００ ８０ ９９９ １，０１９ １９

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

国 債 ―― ―― ―― ―― ―― ――
地 方 債 ３，４４４ ３，３０７ △１３６ ５，５４６ ５，１８５ △３６０
社 債 ２，５００ ２，４９１ △８ ９，０８２ ８，８６３ △２１９
そ の 他 ４，２９３ ４，２６７ △２６ ６，２９５ ６，２１８ △７６
小 計 １０，２３８ １０，０６７ △１７０ ２０，９２４ ２０，２６８ △６５６

合 計 １４，６５８ １４，５６８ △９０ ２１，９２４ ２１，２８７ △６３６

（単位：百万円）

（注）上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等
の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

（注）２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約
に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）で
す。

（注）３．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
（注）４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金

（１及び２に掲げるものを除く。）です。
（注）５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（１、２及び４に掲げるもの
を除く。）です。

（注）６．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除
く。）です。

（注）７．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認
められる額の合計額です。

（注）８．「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
（注）９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照

表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているもの
であって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出
金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの
並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約に
よるものに限る。）です。

（注）１０．金額は決算後（償却後）の計数です。

１．売買目的有価証券
該当ありません。

２．満期保有目的の債券

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの
該当ありません。

残高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

保全率
（D）/（A）

引当率
（C）/（A－B）

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れらに 準 ず る 債 権

令和５年度 ８２４ ６０３ ２２１ ８２４ １００．００％ １００．００％
令和６年度 ８９９ ７０９ １８９ ８９９ １００．００％ １００．００％

危 険 債 権
令和５年度 ４，０９９ １，２６４ ６７４ １，９３９ ４７．３０％ ２３．８０％
令和６年度 ４，６２０ １，４６７ １８６ １，６５３ ３５．７９％ ５．９０％

要 管 理 債 権
令和５年度 ６６ ４２ ２３ ６６ １００．００％ １００．００％
令和６年度 １１２ ６０ ３１ ９１ ８１．７６％ ６０．４０％

三月以上延滞 債 権
令和５年度 ６６ ４２ ２３ ６６ １００．００％ １００．００％
令和６年度 １１２ ６０ ３１ ９１ ８１．７６％ ６０．４０％

貸出条件緩和 債 権
令和５年度 ０ ０ ０ ０ ０．００％ ０．００％
令和６年度 ０ ０ ０ ０ ０．００％ ０．００％

小 計
令和５年度 ４，９９０ １，９０９ ９２０ ２，８３０ ５６．７１％ ２９．８７％
令和６年度 ５，６３２ ２，２３８ ４０６ ２，６４５ ４６．９６％ １１．９９％

正 常 債 権
令和５年度 ２９５，７１８
令和６年度 ３１２，８６５

合 計
令和５年度 ３００，７０８
令和６年度 ３１８，４９７

リスク管理債権・金融再生法開示債権
協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位：百万円、％）

有価証券の時価等情報
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（単位：百万円）

（注）１． 上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
（注）２． 市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

令和５年度 令和６年度
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

子 会 社 株 式 １０ １０
非 上 場 株 式 ３６１ ４０４
組 合 出 資 金 ９ １２
合 計 ３８０ ４２６

（単位：百万円）

（注）１． 子会社株式及び非上場株式については、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和２
年３月３１日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注）２． 組合出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和３年６月１７日）第２４－
１６項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

４．その他有価証券

５．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券等

令和５年度 令和６年度
国 債 ―― ――
地 方 債 ―― ――

令和５年度 令和６年度
国 債 ９３ ４９８

令和５年度 令和６年度
全国信用協同組合連合会 ６５５ ５７８
商 工 組 合 中 央 金 庫 ６５ ５９
日 本 政 策 金 融 公 庫 １，０５３ １，００８
住 宅 金 融 支 援 機 構 ２，０４８ １，８８４
福 祉 医 療 機 構 １ ０
そ の 他 ―― ――
合 計 ３，８２６ ３，５３２

令和５年度 令和６年度
件 数 金 額 件 数 金 額

送金・振込

他の金融
機関向け ２８０，７３７ ２５２，４９５ ２８６，４７１ ３１６，５９７

他の金融
機関から ４５７，６９９ ２６２，７８３ ４５６，３５５ ３１５，８４５

代 金 取 立

他の金融
機関向け ２１ １７０ ２３ １６９

他の金融
機関から １０ ３９ ４ １０

種 類 令和５年度 令和６年度
貸借対照表計上額 取得原価 差 額 貸借対照表計上額 取得原価 差 額

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えるも
の

株 式 ６５８ ３３１ ３２６ ８０９ ３４４ ４６５
債 券 ７，４０７ ７，３５６ ５１ １，２９４ １，２８６ ７
国 債 １，００１ １，００１ ０ ―― ―― ――
地方債 ２，５７０ ２，５４６ ２４ ２９０ ２８６ ３
社 債 ３，８３５ ３，８０８ ２６ １，００３ １，０００ ３

そ の 他 １，２３７ １，０５１ １８６ １，６５６ １，４９７ １５９
小 計 ９，３０３ ８，７３８ ５６４ ３，７６０ ３，１２８ ６３２

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えない
もの

株 式 １９ ２０ △０ ４１ ５０ △９
債 券 ７６，９８７ ８０，６５８ △３，６７１ ７７，３３８ ８３，４２０ △６，０８１
国 債 ４，３９８ ５，００８ △６１０ ６，５９７ ６，９６４ △３６６
地方債 ３４，１００ ３６，２５７ △２，１５６ ３３，１７８ ３７，１６２ △３，９８４
社 債 ３８，４８８ ３９，３９３ △９０４ ３７，５６２ ３９，２９３ △１，７３０

そ の 他 ２，８８６ ３，１８２ △２９６ ４，８００ ５，２５３ △４５３
小 計 ７９，８９４ ８３，８６２ △３，９６８ ８２，１８０ ８８，７２４ △６，５４３

合 計 ８９，１９７ ９２，６０１ △３，４０３ ８５，９４１ ９１，８５２ △５，９１１

証券業務
公共債引受額 （単位：百万円） 公共債窓販実績 （単位：百万円）

その他業務
代理貸付残高の内訳 （単位：百万円） 内国為替取扱実績 （単位：件、百万円）
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当期中の報酬支払額 総代会で定められた報酬限度額
理 事 １００百万円 １３０百万円
監 事 １２百万円 ２０百万円
合 計 １１２百万円 １５０百万円

（注）１． 上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第１５条別紙様式第４号「付属明細書」における役員に対する報酬です。
（注）２． 支払人数は、理事１１名、監事３名です。（期中に退任した者も含む）
（注）３． 使用人兼務理事１名の使用人分の報酬は支払っておりません。
（注）４． 上記以外に支払った役員賞与は、理事７，９３０千円、監事７９０千円であります。
（注）５． 上記以外に支払った役員退職慰労金は、理事２４，４９５千円であります。

（注）１． 対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
（注）２．「主要な連結子法人等」とは、当組合の連結子法人等のうち、当組合の連結総資産に対して２％以上の資産を有する会社等をいいます。
（注）３．「同等額」は、令和６年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
（注）４． 当組合の職員の給与、賞与および退職金は当組合における「給与規程」および「退職金規程」に基づき支払っております。

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系のような自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないため、職員が過度なリスク
テイクを引き起こす報酬体系はありません。

●オフバランス取引の状況
該当ありません。

●先物取引の時価情報
該当ありません。

●オプション取引の時価情報
該当ありません。

●公共債ディーリング実績
該当ありません。

●商品有価証券の種類別平均残高
該当ありません。

●外国為替取扱実績
外国為替業務は全国信用協同組合連合会の
取次業務を行っております。

１．対象役員
当組合では、非常勤を含む理事全員および監事全員の報酬体系を開示しています。

（１）報酬体系の概要
【基本報酬および賞与】
非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員および監事全員それぞれの支払総額の限度額

を決定しています。そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては理事会により決定し、各理事の賞与額については理事長が
決定することとしています。
また、各監事の基本報酬額および賞与額につきましては、監事の協議により決定しています。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任した年度の総代会で承認を得た後支払っております。

（２）役員に対する報酬

（３）その他
「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第６９条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信
用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平
成２４年３月２９日付金融庁告示第２３号）第３条第１項第３号および第５号に該当する事項はありません。

２．対象職員等
当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の非常勤役員、当組合の職員、当組合の主要な連結

子法人等の役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務および財産の
状況に重要な影響を与える者をいいます。
なお、令和６年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

その他

役員の報酬体系について

Disclosure 2025５２




